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知多市新庁舎等設計委託特記仕様書（案） 

 

１ 業務名称 

新庁舎等設計委託 

 

２ 業務内容 

(1) 新庁舎及び朝倉駅前駐車場基本設計 

(2) 新庁舎実施設計 

(3) 地質調査（ボーリング調査） 

(4) 敷地現況測量 

(5) 敷地造成設計（造成・広場緑地等） 

(6) 現庁舎解体撤去工事実施設計 

 

３ 用語の定義 

 (1) 新庁舎 

新築する知多市役所（庁舎、平面駐車場その他の屋外附帯施設、外構 

等）をいう。 

 (2) 新庁舎等  

   新庁舎及び朝倉駅前駐車場をいう。 

 

４ 委託期間 

  契約締結日の翌日から令和７年３月３１日までとする。 

  ただし、基本設計の履行期限は令和５年１２月２２日、実施設計の履行期

限は令和６年９月２７日までとする。 

 

５ 計画施設概要 

(1) 施設名称 

①知多市役所 

②朝倉駅前駐車場 

(2) 施設の場所 

 知多市緑町２５番地１他 

（以下の朝倉駅周辺整備事業区域図に示す中街区Ａ－１区画を計画敷地 

とする。） 

(3) 施設用途 

①庁舎（平成３１年国土交通省告示第９８号別添二第四号第２類とす
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る。） 

②立体駐車場（平成３１年国土交通省告示第９８号別添二第一号第１類と

する。） 

   朝倉駅周辺整備事業区域図 

 

６ 設計与条件 

(1) 整備方針等 

「朝倉駅周辺整備基本構想（平成３０年３月）」、「知多市新庁舎整備

基本計画（令和元年６月）」及び「社会状況変化に対応した新庁舎整備の
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在り方について（令和４年１２月）」に基づき、設計条件を整理するこ

と。 

また、ＰＦＩ事業を想定し、事業者公募前の意見聴取のために令和２年

３月に公表した「朝倉駅周辺整備事業要求水準書（案）」のうち、新庁舎

整備に関係する部分に時点修正を加えたものを、「知多市新庁舎等設計委

託要求水準規定書（案）」として別添に示す。提案や設計業務の参考とす

ること。ただし、市民、職員等に新庁舎整備について今後意見聴取をする

予定であるため、柔軟に対応すること。 

なお、新庁舎等はＰＦＩ方式ではなく、設計・施工分離発注の従来方式

（公共施工）で整備する。 

 

(2) 敷地の条件 

ア 敷地の面積 約１３，０１５㎡ 

        なお、乗入口は、２箇所を想定しており、新庁舎は北寄りの

配置とし駅舎側の乗入口を、朝倉駅前駐車場は南寄りの配置と

し堤防側の乗入口を利用する施設配置とすること。 

イ 用途地域 商業地域 

ウ 地区計画 朝倉駅周辺地区計画 

エ 防火指定 防火地域 

オ 建ぺい率 ８０％ 

カ 容積率 ４００％ 

キ 高度地区 なし 

 

(3) 施設の条件 

ア 提案における新庁舎及び朝倉駅前駐車場の施工費用は、次の金額を上

限とする。 

(ｱ) 新庁舎 ８１億円（消費税及び地方消費税相当額を含む。建設費、造成

費、外構費。中街区既存緑地撤去工事費及び現庁舎解体工事費を除

く。） 

(ｲ) 朝倉駅前駐車場 ８．５億円（消費税及び地方消費税相当額を含む。建

設費、造成費、外構費） 

イ 新築する施設 

名称 用途 構造 階数・規模等 延床面積 

知多市役所 

（新庁舎） 

庁舎 提案に

よる。 

（基礎

地上５階建程度とし、免

震装置等を除き地下階は

設けない。 

約11,000㎡ 

（ピロテ

ィ、ポー
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免震） チ、庇等を

除く。） 

平面駐車場  来庁者用、公用車用、自

転車駐車場、自動二輪車

駐車場 

提案によ

る。 

その他の屋

外附帯施

設、外構等 

 屋外喫煙場所、備蓄倉

庫、屋外倉庫、ごみステ

ーション、資源物保管

庫、植栽等 

提案によ

る。 

朝倉駅前駐

車場 

立体駐車場 鉄骨造 ・３層４段 

・フラット式 

・３００台±５％を想定 

・国土交通大臣認定駐車

場 

・階段・エレベーター各

１ 

・料金収受に関する機器

を除く。 

提案によ

る。 

ウ 耐震安全性の分類 

  「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」（平成２５年３月２９日付

け国営計第１２６号、国営整第１９８号、国営設第１３５号）による耐

震安全性の分類は、以下のとおりとする。 

名称 構造体 建築非構造部材 建築設備 

知多市役所 

（新庁舎） 

Ⅰ類 Ａ類 甲類 

朝倉駅前駐車場 

 

Ⅲ類 Ｂ類 乙類 

エ 駐車場整備計画 

用途 平面/立体 台数 

来庁者用 平面駐車場 １７３台程度 

（おもいやり駐車場（※

１）５台以上を含む。） 

公用車用 平面駐車場 

（うち５台分＋小型バ

ス１台分は屋根付き） 

４６台＋小型バス１台 



5 

 

駅利用者用 

（Ｐ＆Ｒ用） 

立体駐車場 ３００台程度 

駐輪場 平面（屋根付き） 来庁者用２０台以上 

自転車駐車場※２ 

（庁舎隣接） 

平面（屋根付き） 職員用４５台以上 

自動二輪車駐車場

※２（庁舎隣接） 

平面（屋根付き） 職員用１５台以上 

※１ 障がい者、けが人、妊産婦など、車の乗降時にドアを広く開ける必

要がある方や歩行が困難で建物の近い位置に駐車する必要がある方の

駐車スペース 

※２ 職員用の自転車・自動二輪車駐車場は来庁者用と分け、時間外出入

口付近に整備すること。 

 

オ 解体する施設 

名称 構造 面積 

知多市役所 

（現庁舎） 

本館 ＲＣ造 4,303.86㎡ 

新館 ＲＣ造 4,274.42㎡ 

附帯施設 食堂 ＲＣ造 328.64㎡ 

 書庫 鉄骨造 689.78㎡ 

 車庫 鉄骨造 488.32㎡ 

 車庫倉庫１ 軽量鉄骨造 157.94㎡ 

 車庫倉庫２ 軽量鉄骨造 96.47㎡ 

 車庫倉庫３ 軽量鉄骨造 183.21㎡ 

 車庫倉庫４ 軽量鉄骨造 198.00㎡ 

 送迎スペース屋根 アルミ造 約10㎡ 

その他附属構造物 緊急用給油施設（地下タンク室を含む。）、受水槽、地下

防火水槽、地下浄化槽、ボイラー用地下タンク、花壇 

 ※ 敷地南東部のガス小屋は存置とする。 

 

(4) 事業スケジュール（予定） 

令和５年１２月 新庁舎及び朝倉駅前駐車場基本設計策定 

   令和６年度中  中街区既存緑地撤去工事着手 

令和６年 ９月 新庁舎実施設計策定及び現庁舎解体工事実施設計策定 

   令和７年 ４月 新庁舎建設工事着手 
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   令和７年１０月 朝倉駅前駐車場実施設計策定 

   令和８年 １月 朝倉駅前駐車場建設工事着手 

   令和８年１２月 朝倉駅前駐車場建設工事竣工 

令和９年 ３月 朝倉駅前駐車場供用開始 

令和９年 ３月 新庁舎建設工事竣工 

令和９年 ５月 新庁舎供用開始 

 (5) 設計上の課題 

   設計業務に当たり、次の課題について検討し、設計に反映すること。 

ア 中街区のにぎわい創出 

朝倉駅周辺整備事業の目的の一つである、日常的に人と人が出会い、

多様なアクティビティが生まれるにぎわいの創出について、来庁者の滞

留や交流を促すような施設や機能を検討すること。 

イ 防災・災害対策拠点として安心・安全な庁舎の実現 

防災・災害対策拠点として災害時の業務継続性を有する市民の暮らし

を支える施設とすること。 

ウ 脱炭素化に向けた環境にやさしい新庁舎の実現 

市は令和３年８月に「ゼロカーボンシティちた宣言」を表明している

ことから、新庁舎の整備に当たっても、ＺＥＢ化を始めとした脱炭素化

に向けた取組を積極的に提案すること。 

 

(6) 関連業務との調整 

   次に掲げる関連業務の受注者と協力体制を構築し、業務が円滑に執行す

るよう全体計画との調整を行うこと。 

ア 新庁舎整備事業コンストラクション・マネジメント委託 

新庁舎等の基本設計及び実施設計における工程管理、品質管理、コス

ト管理等のコンストラクション・マネジメント業務を行う。 

イ 新庁舎オフィス環境整備支援委託 

    新庁舎における執務環境及び窓口の検討、什器・備品の選定及び配

置、什器・備品の移転準備等の業務を行う。 

 

７ 管理技術者及び主任技術者の資格要件 

(1) 管理技術者並びに建築（総合）、建築（構造）、電気設備及び機械設備

の主任技術者（以下「各分野担当主任技術者」という。）を配置するこ

と。 

(2) 管理技術者及び各分野担当主任技術者は、建築士法（昭和２５年法律第２

０２号）第２条に定める一級建築士であること。 
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(3) 管理技術者及び建築（総合）担当主任技術者は、受注者の組織に所属し

ていること。 

(4) 管理技術者及び各分野担当主任技術者は、それぞれ１名以上配置し、各分野担

当主任技術者を兼務していないこと。 

(5) 業務の全部を再委託しないこと。 

(6) 業務の一部を再委託する場合には、再委託先の建設コンサルタント等が指名停

止期間でないこと。 

(7) 本業務の実施に当たっては、「知多市新庁舎等設計委託プロポーザル実

施要領」に基づき提出した資料（様式第５号）に記入した配置予定の管理

技術者及び主任技術者を原則として変更することはできない。ただし、死

亡、傷病、退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以

上の技術者であるとの承諾を発注者から得た上で変更届を提出すること。 

※「主任技術者」とは、管理技術者の下で各分担業務分野における担当技術者を

総括する役割を担う者をいう。 

 

８ 業務の履行 

受注者は、「知多市新庁舎等設計委託公募型プロポーザル」において提出

した業務実施体制により当該業務を履行するものとし、契約締結後に業務計

画書（１１(3)業務計画書の提出を参照）を作成するものとする。 

 

９ 設計業務の範囲 

(1) 新庁舎及び朝倉駅前駐車場基本設計 

ア 条件整理 

６(1)整備方針等に基づき、諸室機能、設備機能の水準等発注者の要

求事項、その他の諸条件を設計条件として整理する。 

イ 法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 

受注者は、設計に必要な範囲で以下の調査及び打合せを行うこと。 

(ｱ) 法令上の諸条件の調査 

(ｲ) 建築確認申請等に係る関係機関との打合せ 

(ｳ) 別途市が発注する業務の受注者との連絡調整 

ウ 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調査及び関係機関との打

合せ 

敷地に対する上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況を調査した上

で、関係機関との打合せを行い、設計に必要となるものを整理する。 

エ 実施設計のための基本設計方針の策定 

(ｱ) 総合検討 
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     設計条件に基づき、様々な基本設計方針案の検証を通じて、基本設

計をまとめていく考え方を総合的に検証し、その上で業務体制、業務

工程等を立案する。 

(ｲ) 基本設計方針の策定及び発注者への説明 

     総合検討の結果を踏まえ、基本設計方針を策定し、発注者に対して

説明する。 

オ 基本設計図書の作成 

基本設計方針に基づき、技術面、費用面等について発注者と協議の

上、基本設計図書を作成する。 

カ 工事費概算書の作成（基本設計段階） 

基本設計図書の作成が完了した時点において、当該設計図書に基づく

建築工事に通常要する費用を概算し、工事費概算書（年度割額を含

む。）を作成する。 

キ 基本設計内容の発注者への説明等 

受注者は基本設計期間中、発注者に、作業内容や進捗状況を報告し、

必要な事項について発注者の意向を確認する。 

また、基本設計図書の作成が完了した時点において、基本設計図書を

発注者に提出し、設計意図及び基本設計内容の説明を行う。 

なお、発注者の要求等に変更がある場合、施設の機能、規模、予算等

の基本条件に変更が生じる場合又は既に設定した設計条件を変更する必

要がある場合においては、速やかに発注者と協議すること。 

ク 基本設計に関する附帯業務 

(ｱ) 「社会状況変化に対応した新庁舎整備の在り方について（令和４年

１２月）」を踏まえた検討 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う新しい生活様式の実

践、自治体ＤＸの推進、カーボンニュートラルの推進など、知多市新

庁舎整備基本計画策定後に生じた様々な社会状況の変化を踏まえた諸

室等の機能、設備等の導入を検討すること。 

(ｲ) ＺＥＢ化に向けた機能、設備等の検討 

新庁舎のＺＥＢ Ｒｅａｄｙ以上の認証取得に向けた機能、設備等

の導入を検討すること。 

(ｳ) 電気自動車（公用車）の充給電設備等の計画検討 

電気自動車（公用車）の導入に伴う充給電設備等の配置計画及び将

来的な需要増を想定した機械設備等の計画を検討すること。 

(ｴ) 朝倉駅前駐車場の基本設計 

     設計に当たっては、ピーク時の混雑緩和や安全な利用の観点から、
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上り・下りスロープの分離について検討を行うこと。ただし、敷地の

都合上対面通行が避けられない場合は、安全対策について提案し、発

注者の承認を得ること。 

(ｵ) 平面駐車場、外構及び広場緑地の基本設計 

(ｶ) 新庁舎供用開始までの本業務における全体スケジュールの作成 

(ｷ) 透視図の作成（鳥瞰パース、外観パース、内観パース等） 

(ｸ) 日影図の作成 

(ｹ) 敷地現況等の写真撮影 

(ｺ) 設計過程における市民への情報提供資料の作成 

(ｻ) パブリックコメント等を実施する場合の支援業務 

 

(2) 新庁舎実施設計 

ア 要求等の確認 

(ｱ) 発注者の要求等の確認 

実施設計に先立ち又は実施設計期間中、発注者の要求等を再確認し、

必要に応じ、設計条件の修正を行う。 

(ｲ) 設計条件の変更等の場合の協議 

基本設計の段階以降の状況の変化によって、発注者の要求等に変化

がある場合、施設の機能、規模、予算等基本的条件に変更が生じる場

合又は既に設定した設計条件を変更する必要がある場合においては、

発注者と協議する。 

イ 法令上の諸条件の調査及び関係機関との打合せ 

受注者は、設計に必要な範囲で以下の調査及び打合せを行うこと。 

(ｱ) 法令上の諸条件の調査 

(ｲ) 建築確認申請等に係る関係機関との打合せ 

(ｳ) 別途市が発注する業務の受注者との連絡調整 

ウ 実施設計方針の策定 

(ｱ) 課題整理と業務体制等の確認 

基本設計を踏まえ、意匠、構造、設備等の各要素について、発注者との合

意形成が必要な事項や基本設計の内容を修正する必要がある事項等の課題を

整理し、実施設計の業務体制、工程等を確認する。 

(ｲ) 実施設計方針の策定及び発注者への説明 

(ｱ)で整理した課題点を踏まえ、実施設計方針を策定し、発注者に説明する。 

エ 実施設計図書の作成 

(ｱ) 実施設計方針に基づき、技術面、費用面等について発注者と協議の上、実

施設計図書を作成する。 
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なお、作成においては、施工者が施工すべき建築物及びその細部の形状、

寸法、仕様、工事材料、設備機器等の種別、品質及び施工に関する情報（工

法、工事監理及び施工管理の方法等）を具体的に記載すること。 

(ｲ) 各種申請図書の作成 

関係機関等との事前の調整を踏まえ、実施設計に基づき、必要な建築確認

申請図書等を作成する。 

オ 工事費概算書の作成（実施設計段階） 

実施設計図書の作成が完了した時点において、当該実施設計図書に基づく建

築工事に通常要する費用を積算し、工事費概算書を作成する。 

  カ 実施設計内容の発注者への説明等 

受注者は実施設計期間中、発注者に、作業内容や進捗状況を報告し、必要な

事項について発注者の意向を確認する。 

また、実施設計図書の作成が完了した時点において、実施設計図書を発注者

に提出し、設計意図及び実施設計内容の説明を行う。 

なお、発注者の要求等に変更がある場合、施設の機能、規模、予算等の基本

条件に変更が生じる場合又は既に設定した設計条件を変更する必要がある場合

においては、速やかに発注者と協議すること。 

キ 実施設計に関する附帯業務 

受注者は、実施設計の附帯業務として、次に掲げるもののうち、必要な業務

を行う。 

(ｱ) 積算業務 

積算数量算出書の作成、単価設定資料の作成、見積りの徴収、見積検討資

料の作成 

(ｲ) コスト改善報告書の作成業務 

(ｳ) リサイクル計画書の作成業務 

(ｴ) 透視図作成業務 

(ｵ) 模型製作業務 

(ｶ) 日影図作成業務 

(ｷ) 建築確認申請手続関係業務 

(ｸ) 開発行為申請手続関係業務 

(ｹ) 構造性能評価、構造計算適合判定、大臣認定等に係る資料の作成及び申請

手続業務 

(ｺ) 省エネルギー関係計算書の作成及び申請手続業務 

(ｻ) ＺＥＢ化に向けた詳細な検討及び認証手続業務 

(ｼ) 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律

第９１号）に基づく評価認定取得に係る資料の作成及び申請手続業務 
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(ｽ) 関係法令等に基づく各種申請書、届出書等の作成及び申請手続業務（標識

看板の作成及び設置・撤去、設置報告書等の作成・届出、住民説明の実施を

含む。） 

(ｾ) 建築物環境総合性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）による評価に係る業務 

(ｿ) 総合的な環境保全に関する検討・評価資料の作成業務 

(ﾀ) 電波障害調査業務 

(ﾁ) 防災無線設備等設計業務 

(ﾂ) 造成外構設計業務 

(ﾃ) 会議等の運営支援業務 

(ﾄ) 概略工事工程表の作成業務 

(ﾅ) 施工事業者選定における評価基準、選定プロセス、スケジュール等の検討、資

料作成等 

(ﾆ) 地震計設備の移設支援業務 

(ﾇ) 残置物及び移設予定物の移設に関する設計業務 

(ﾈ) その他本業務に必要な業務 

 

(3) 地質調査（ボーリング調査） 

設計の基礎資料としての地質データを収集するために行う。近隣で行わ

れた地質調査結果も参考にし、調査報告を行うこと。 

ア ボーリングは原則４か所とし、標準貫入試験及びサンプリングを行うこ

と（必要に応じて孔内試験等の原位置試験を行うこと。計画深さは２０ｍ

とし、支持層の深さによっては、発注者と受注者で協議の上、実施す

る。）。 

なお、受注者は、あらかじめ調査候補位置を選定の上、書面にて提案

し、発注者の指示を受けるものとする。予算の範囲内において５か所以

上で実施することは、妨げない。 

イ 検尺は、監督員の立会いの下に実施するものとする。 

 

(4) 敷地現況測量 

中街区Ａ－１区画について、敷地面積を設定するために、設計の基図と

なるＳ＝１/５００の現況平面図を作成するものとする。 

なお、平面図には、敷地内の埋設物の位置を図示すること。 

ア 基準点測量 

現地測量を実施するに当たり、４級基準点測量を実施する。 

なお、基準点については測量範囲の周囲に約５０ｍ間隔で設置するも

のとする。 
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イ 現地測量 

４級基準点を基に現地測量を行う。測量成果の縮尺はＳ＝１/５００

とし、周囲の道路を含めた範囲で作成するものとする。 

ウ 路線測量 

計画地の中央に中心線を設定し、中心線測量を行う。中心線の測点間

隔は２０ｍとし、中心線を基に縦横断測量を行う。 

 

(5) 敷地造成設計（造成・広場緑地等） 

ア 造成設計 

実測平面縦横断図に基づき造成設計を行って、造成高さを決定し、造

成計画図を作成して、概略土工量及び施設数量計算、概算工事費を算出

する。 

なお、市は、計画地内の緑地帯の撤去を令和６年度に実施する予定で

ある。予算要求のため、受注者は造成設計を令和５年９月末までに完了

し、設計内容を発注者に説明すること。 

イ 広場・緑地設計 

朝倉駅周辺整備基本構想との整合を図り、技術的、デザイン的及び経

済的な見地から設計の指針を明らかにし、広場・緑地等の配置、形状、

植栽等の設計を行う。 

また、設計図に基づき、概略数量計算、概算工事費を算出する。 

ウ 排水路設計 

計画地内の主要な既設水路は残置することとし、水路管理者等との協

議・調整を行った上で、排水路の設計を行い、設計図、概略数量計算、

概算工事費を算出する。 

なお、構造形式の決定に当たっては、施工性や工事費等を考慮の上、

比較検討を行うこと。 

エ 軟弱地盤解析 

計画地は、南海トラフ地震における液状化の危険度が高い埋立地であ

ることから、造成工事を行うに当たり、軟弱地盤解析を行い、工事の影

響（敷地隣接地を含む。）、安全性及び防災拠点としての機能確保につ

いて事前に検証し、対策を講じておく必要があるため、以下の業務を実

施する。 

(ｱ) 地盤圧密解析（１次元解析）      １断面 

(ｲ) 地盤液状化解析（簡便法又は詳細法※） １断面 

※液状化対策が必要であると考えられることから簡便法による解析 

を原則とするが、液状化が発生する危険性が極めて高く、かつ、十 
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分な地盤改良を実施しないで杭基礎構造を採用する場合などにおい 

ては、より詳細に安全性を確認するために液状化強度試験及び液状 

化解析を実施すること。 

(ｳ) 液状化対策の検討    概算工事費等を含んだ工法比較表の作成 

 

(6) 現庁舎解体撤去工事実施設計 

受注者は、発注者が、新庁舎への庁舎機能の移転完了後、速やかに現庁

舎の解体に着手できるよう、現庁舎の解体撤去工事に係る実施設計を行う

ものとする。 

ア 業務内容 

(ｱ) 現庁舎解体撤去工事見積仕様書作成業務 

(ｲ) 見積図書比較資料作成業務 

(ｳ) 現庁舎解体撤去工事発注仕様書作成業務 

(ｴ) 実施設計（発注図書作成）業務 

イ 貸与資料 

(ｱ) 既存の建築図、機械設備図、電気設備図の二つ折り図面 

(ｲ) アスベスト含有調査結果 

ウ 設計に関する与条件等 

(ｱ) アスベスト 

現庁舎には、石綿含有成形板、パッキン等が確認されているので、

これらを除去することとし、アスベスト除去設計資料を作成する。 

その他、不明確部分のアスベスト含有の有無については、分析調査

を行うこと。調査の結果、アスベスト含有建材があるときは、撤去方

法、処分等を考慮した設計とすること。 

(ｲ) 基礎杭・地下室 

現庁舎には、基礎杭が打設されている。本業務に当たっては、地下

室最下部の構造物までを全撤去した上で、土地を埋め戻すことを前提

に設計を進めること。  

最下部より深く埋設された杭については、将来の土地利用や費用対

効果を十分考慮した上で、残置を認めることとし、「埋設物状況図」

を作成し、位置を明示すること。 

エ 現庁舎解体撤去工事見積仕様書作成業務 

(ｱ) 業者選定支援 

解体撤去工事費の積算を依頼する解体事業者について、近隣におけ

る過去の実績等を勘案して複数者を選定し、発注者が依頼先を円滑に

決定するための助言等を行うこと。 
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(ｲ) 仕様書等の作成 

解体事業者に解体撤去費の見積りを依頼するための「解体撤去工事

見積仕様書」、「解体撤去工事設計書」を作成すること。 

なお、この仕様書は、建設工事公衆災害防止対策要綱（令和元年国

土交通省告示第４９６号）に基づいて、作業従事者の安全衛生管理の

徹底、周辺環境への影響の防止の措置を明確にした内容とすること。

仕様書の主な内容は次のとおりである。 

仮設工事  ・周辺環境の保全に重点を置いた内容

とすること 

ダイオキシン類ばく露防止対策工事 ・工法の内容を明らかにすること 

汚染物除去工事 ・工法の内容を明らかにすること 

残留物の撤去 ・工法の内容を明らかにすること 

解体撤去工事 ・工法の内容を明らかにすること 

・地下構造物（ピット、槽等）の撤去

時の工法の内容を明記すること 

解体廃棄物の処理 ・発生する廃棄物が適正に処理される

内容とすること 

・処理費等は、廃棄物と有価物に分け

て計上すること 

作業従事者のダイオキシン類ばく露

防止対策 

・労働安全衛生に係る保証項目を明確

にすること 

周辺環境の保全 ・周辺環境に影響を及ぼす汚染物質の

飛散防止に係る保証項目を明確にす

ること 

なお、「解体撤去工事見積仕様書」の中で、次に示す積算の根拠と

なる書類の提出を解体事業者に求めること。 

ａ 工事概要：施工手順を明らかにする書面及び図面 

ｂ 配置計画図：工事用機械、設備等の配置図 

ｃ 工法の概要：除染、有害廃棄物除去、解体撤去、排気・排水処

理、廃棄物処理等の概要 

ｄ 有害物質ばく露防止のための方法及び設備の概要：作業場所の分

離・養生、管理区域の設定、保護具の選定、排気処理、発生源の湿

潤化等の概要 

ｅ 工程表：工事着手を基準とした所要月数 

オ 見積図書比較資料作成業務 

「解体撤去工事見積仕様書」に基づき解体事業者から提出された見積
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設計図書を整理し、解体撤去工事費及び工法等の比較資料を作成するこ

と。比較資料は、仮設工事、除洗工事、解体工法、水処理、廃棄物処理

等の項目ごとに解体事業者の特徴を整理すること。 

また、比較をした上で解体のための仕様書、解体撤去工事費を取りま

とめ、発注時点の留意事項と合わせて予算要求等の資料として発注者に

提出すること。 

カ 実施設計（発注図書作成）業務 

解体撤去工事を入札及び発注するため、発注図書を作成すること。発

注図書の成果品の詳細は、１０(6) 現庁舎解体撤去工事実施設計の成果

品に定める。 

 

(7) 各種申請・届出業務 

各種申請、届出等に必要な図面、書類、資料等の作成及び手続業務を委

託期間内に完了すること。 

なお、必要な手数料は、受注者の負担とする。 

ア 建築基準法（建築確認申請、構造計算適合性判定、免震構造等評定、

防災関係評価等） 

イ 消防法（消防設備等設置届） 

ウ 都市計画法 

エ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

オ 愛知県人にやさしいまちづくり条例 

カ 建物環境総合性能評価システム（ＣＡＳＢＥＥ）による評価 

キ ＺＥＢ認証の取得手続、補助金申請及び地方債に係る起債協議等に伴 

う資料作成等支援業務 

ク 道路管理者、知多警察署等との交通計画のための協議に伴う資料作成 

等支援業務 

ケ その他業務遂行上必要となる法令又は条例に基づく申請、届出 

 

(8) 会議等の運営・支援業務 

定例会議や庁内検討会議への出席、議題提案・資料の作成、意見集約、

議事録、公表資料の作成及びパブリックコメント等の実施に伴う資料作成

等に係る検討及び支援業務 

 

10 成果品 

本業務に係る成果品は、以下のとおりとする。なお、本成果品の著作権は

知多市が保有するものとする。 
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(1) 基本設計（新庁舎及び朝倉駅前駐車場） 

  ア 基本設計成果品リスト 

内容 部数等 

基本設計方針説明書 ・原稿１部（ファイル入り） 

・焼図３部（Ａ１又はＡ３サイ

ズ） 

基本設計図（別表に掲げる設計図書） 

打合せ記録簿 

設計意図説明書 

建設スケジュール工程表 

工事工程表 

工事費概算書（工事種別毎、年次割額を

含む。） 

透視図写真 

透視図（外観及び主要内部・カラー表

現・アルミ額入り） 

・Ａ２判 原図１式 

上記に係る電子データ（ＣＤ－Ｒ等） 一式 

※設計図面は、ＰＤＦに自動変換

する都合があるため、１ファイ

ル（ページ）を必ず１データ（１

図面）で作成すること。 

 また、印刷範囲指定及び画面表

示を確認し、適正な表示位置で

保存・整理すること。 

 

  イ 基本設計成果図書 

区分 設計の種類 備考 

Ａ 建築（総合） 

 建築（総合）設計説明書 

  基本設計図 

仕上表 

面積及び求積図 

現況図 

敷地案内図 

配置図 

平面図 

断面図 

立面図 

各階 

複数面 

４面以上 

事業認定申請用資

料を含む。 
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外構計画図 

撤去図 

造成計画図 

仮設計画図 

  工事費概算書（構造、外構を含む。） 事業区分毎、年次

割を含む。 

  仮設計画概要書  

Ｂ 建築（構造） 

 建築（構造）基本設計図書 

  構造計画図 

構造設計説明書 

 

Ｃ 電気設備 

 電気設備基本設計図書 

  電気設備設計説明書 

電気工事概要書 

 

 

 

 工事費概算書 事業区分毎、年次

割を含む。 

Ｄ 給排水衛生設備 

 給排水衛生設備基本設計図書 

  給排水衛生設備説明書 

給排水衛生設備工事概要書 

 

  工事費概算書 事業区分毎、年次

割を含む。 

Ｅ 空調換気設備 

 空調換気設備基本設計図書 

  空調換気設備説明書 

空調換気設備工事概要書 

 

  工事費概算書 事業区分毎、年次

割を含む。 

Ｆ 外構 

 外構基本設計図書 

  外構設計説明書 

外構工事概要書 

 

  工事費概算書  事業区分毎、年次

割を含む。 
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Ｇ 土木（造成等） 

 設計説明書 工法検討を含む。 

  造成計画平面図 

造成計画断面図 

排水計画平面図 

排水施設縦断図 

擁壁構造図 

擁壁展開図 

排水構造図 

調整池詳細図 

防災工事計画図 

防災施設構造図 

軟弱地盤対策平面図 

軟弱地盤対策詳細図 

 

  工事費概算書 事業区分毎、年次

割を含む。 

Ｈ 公園（広場・緑地） 

 設計説明書 工法検討を含む。 

  植栽計画平面図 

造園工作物配置図 

植栽工構造図 

雑工構造図 

 

  工事費概算書  

Ｉ その他資料 

  各種技術資料 

防災計画書 

コスト縮減計画書 

環境計画書 

各種記録書 

建築環境総合性能評価システム（ＣＡＳ

ＢＥＥ）目標値報告書 

建設スケジュール工程表 

地質調査報告書 

現況測量図 

盛土材の土質試験結果 

 

  透視図  （外観、主要図） 
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（注） 

・事業認定申請に必要な成果図書は、市が指定する日までに納品することと

し、該当図書については、別途指定する。 

・工事概要書には、仕様概要及び計画図に関する記載を含む。 

・建築（構造）、電気設備、給排水衛生設備及び空調換気設備の成果品は、建

築（総合）基本設計の成果品の中に含めることができる。 

・電子データ等の提出については、「官庁営繕事業に係る電子納品ガイドライ

ン（案）」、「建築設計業務等電子納品要領（案）」及び「建築ＣＡＤ図面作成

要領（案）」による。 

 

(2) 実施設計 

  ア 実施設計成果品リスト 

内容 部数等 

各種設計図書 原図 一式 

Ａ４判 ２部（Ａ３判２つ折り製本） 

Ａ３判 １部（Ａ２判２つ折り製本） 

ＣＡＤデータ 一式 

構造計算書 一式 

設計内訳書 一式 

透視図 一式 

模型 一式 

各種打合せ記録簿、技術資料 一式 

その他成果品 発注者と受注者の協議により決定 

上記に係る電子データ（ＣＤ－Ｒ等） 一式 

※設計図面は、ＰＤＦに自動変換する

都合があるため、１ファイル（ペー

ジ）を必ず１データ（１図面）で作

成すること。 

 また、印刷範囲指定及び画面表示を

確認し、適正な表示位置で保存・整

理すること。 

 

  イ 実施設計成果図書 

区分 設計の種類 備考 

Ａ 建築（総合） 

 建築（総合）設計説明書 各法令検討を含む。 
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  建築概要書 

仕様書 

仕上表 

面積及び求積図 

敷地案内図 

配置図 

平面図 

断面図 

立面図 

矩形図 

展開図 

天井伏図 

平面詳細図 

部分詳細図 

建具表 

工作物等詳細図 

外構平面図 

外構詳細図 

植栽図 

その他各種申請・届出業務に必要な図書 

各階 

複数面 

４面以上 

  工事費概算書（構造、外構を含む。） 事業区分毎、年次割

を含む。 

Ｂ 建築（構造） 

 建築（構造）実施設計図書 

  仕様書 

構造基準図 

伏図 

軸組図 

部材断面表 

部分詳細図 

構造計算書 

 

Ｃ 電気設備 

 電気設備実施設計図書 

  仕様書 

敷地案内図 

配置図 
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受変電設備図 

非常電源設備図 

幹線系統図 

電灯、コンセント設備平面図（各階） 

動力設備平面図（各階） 

通信・情報設備系統図 

通信・情報設備平面図（各階） 

火災報知等設備系統図 

火災報知等設備平面図（各階） 

屋外設備図 

各種計算書 

その他各種申請・届出業務に必要な図書 

  工事費概算書 事業区分毎、年次割

を含む。 

Ｄ 給排水衛生設備 

 給排水衛生設備実施設計図書 

  仕様書 

敷地案内図 

配置図 

給排水衛生設備配管系統図 

給排水衛生設備配管平面図（各階） 

消火設備系統図 

消火設備平面図（各階） 

排水処理設備図 

その他設置設備設計図 

部分詳細図 

屋外設備図 

各種計算書 

その他各種申請・届出業務に必要な図書 

 

  工事費概算書 事業区分毎、年次割

を含む。 

Ｅ 空調換気設備 

 空調換気設備実施設計図書 

  仕様書 

敷地案内図 

配置図 
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空調設備系統図 

空調設備平面図（各階） 

換気設備系統図 

換気設備平面図（各階） 

その他設置設備設計図 

部分詳細図 

屋外設備図 

各種計算書 

その他各種申請・届出業務に必要な図書 

  工事費概算書 事業区分毎、年次割

を含む。 

Ｆ 昇降機 

 設計説明書 工法検討を含む。 

  仕様書 

敷地案内図 

配置図 

昇降機等平面図 

昇降機等断面図 

部分詳細図 

工事費概算書 

各種計算書 

その他各種申請・届出業務に必要な図書 

 

  工事費概算書 事業区分毎、年次割

を含む。 

Ｇ その他資料 

  各種技術資料 

各種記録書 

 

  透視図  （外観、主要図） 

（注） 

・事業認定申請に必要な成果図書は、市が指定する日までに納品することと

し、該当図書については、別途指定する。 

・建築（構造）、電気設備、給排水衛生設備及び空調換気設備の成果品は、建

築（総合）実施設計の成果品の中に含めることができる。 

・電子データ等の提出については、「官庁営繕事業に係る電子納品ガイドライ

ン（案）」、「建築設計業務等電子納品要領（案）」及び「建築ＣＡＤ図面作成

要領（案）」による。 



23 

 

 

(3) 地質調査（ボーリング調査） 

   基本設計成果に含まれる。 

 

(4) 敷地現況測量 

   基本設計成果に含まれる。 

 

(5) 敷地造成設計（造成・広場緑地等） 

   基本設計成果に含まれる。 

 

(6) 現庁舎解体撤去工事実施設計 

ア 実施設計成果品納品リスト 

内容 提出部数等 

本庁舎解体撤去工事見積仕様書 一式 

見積図書比較資料 一式 

本庁舎解体撤去工事発注仕様書 一式 

実施設計図書（発注図書） 一式 

各種打合せ記録簿、技術資料 一式 

その他成果品  発注者と受注者の協議により決定 

上記に係る電子データ（ＣＤ－Ｒ等） 一式 

※設計図面は、ＰＤＦに自動変換する

都合があるため、１ファイル（ペー

ジ）を必ず１データ（１図面）で作

成すること。 

 また、印刷範囲指定及び画面表示を

確認し、適正な表示位置で保存・整

理すること。 

 

  イ 実施設計成果図書 

設計図書名１ 設計図書名２ 仕様 サイズ 提出部数 

実施設計書類 現況調査資料 白焼き Ａ４（パイプ式フ

ァイル収納にて提

出） 

１部 

工事工程表 

アスベスト除去

設計資料 

工事費内訳書

（金入・備考
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有） 

代価表 

見積・刊行物比

較表・カタログ

整理表 

積算根拠資料

（写） 

数量拾い書 

その他計算書類 

設計・積算チェ

ックシート 

設計打合せ簿 

見積書 他 見積書原

本 

実施設計図 設計原図 白焼き Ａ１（図面入れ収

納にて提出） 

１部 

拾い図 

二つ折り製本 白焼き Ａ１二つ折りＡ２

製本 

Ａ３二つ折りＡ４

製本 

各２部 

デジタルデー

タ① 

工事費内訳書

（金入・備考

有） 

EXCEL  ＣＤ―Ｒ １部 

代価書 

見積・刊行物比

較表・カタログ

整理表 

数量拾い書 

単価根拠表 

その他計算書類 

設計打合せ簿 

他 

デジタルデー

タ② 

設計図 

工事費内訳書

（金抜・備考

JWW-CAD 

ﾃﾞｰﾀ 

DXF ﾃﾞｰﾀ

ＣＤ―Ｒ １部 
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無） DWG ﾃﾞｰﾀ 

PDF ﾃﾞｰﾀ 

備考 

１ 成果品は、製本による設計図書と電子納品とする。 

２ 製本する設計図書は、左綴じ製本、サイズは、Ａ１サイズ横、Ａ 

３サイズ横縦型を基本とし、発注者と協議の上、決定すること。 

３ 積算単価根拠となる刊行物（積算資料、施工単価、建設単価、建

築コスト情報等）各１部を納品すること。 

４ 全ての成果品のデジタルデータを記録したＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－

Ｒ（書き換え可能なものは不可）を１枚提出すること。 

５ 電子納品は、ＭＳワード、エクセル等のデータ形式にて提出する

こと。 

６ 設計図面は、ＪＷＷ形式、ＤＸＦ形式、ＤＷＧ形式及びＰＤＦ形

式のデータを提出すること。ＰＤＦデータの仕様は、別途指示す

る。 

７ 工事費概算書作成用の見積書は、１項目につき３者以上徴収する

こと。 

８ 納品する媒体の表面には「件名」、「作成年月日」、「発注

者」、「受注者」、「データ内容」、「ウイルスチェックに関する

情報（ウイルス対策ソフト名、ウイルス定義、チェック年月）」等

を明記し、納品前に最新のウイルス定義ファイルを使用してウイル

スチェックを実施するものとする。 

 

11 業務の実施 

(1) 一般事項 

本業務の実施は、本仕様書に基づき実施すること。本仕様書に記載され

ていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書」（平成２０年３月

３１日国営整第１７６号）等を参考とし、発注者の指示に従うものとす

る。 

 

(2) 仕様書の追記 

  提案を行った項目やプレゼンテーション及びヒアリングの内容について

は、発注者と協議の上、本仕様書に加えるものとする。 

 

(3) 業務計画書の提出 

ア 受注者は、契約締結後１４日以内に業務計画書を作成の上、発注者に
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提出し、承認を得ること。 

イ 業務計画書には、次の事項を記載すること。なお、様式は任意とす

る。 

(ｱ) 業務内容 

(ｲ) 業務遂行方針 

(ｳ) 業務詳細工程 

(ｴ) 業務実施体制及び組織図（緊急連絡網） 

(ｵ) 管理技術者、主任技術者及び担当技術者の一覧表及び経歴書 

(ｶ) 協力者（再委託者）がある場合は、協力者の概要及びその技術者の  

一覧表 

※再委託者がある場合は、別途再委託届を提出し、発注者の承諾を得

ること。 

(ｷ) 業務フローチャート 

(ｸ) 打合せ計画（業務詳細工程表に併記可） 

(ｹ) 安全管理 

(ｺ) 情報流出防止計画 

(ｻ) 成果品の内容、部数 

(ｼ) 使用する主な図書、基準等 

(ｽ) その他発注者が必要とする事項 

ウ 前項に定める事項の記載内容に追加又は変更が生じた場合には、速や

かに発注者に文書で提出し、承認を得ること。 

 

(4) 打合せ及び議事録 

受注者と発注者は定期的に打合せ（２週間に１回程度）を行い、業務方

針の確認、条件等の疑義について協議を行うこととする。 

また、その内容について、受注者が議事録を作成し、発注者に提出する

こと。 

 

(5) 引渡し前における成果品の使用等 

ア 仕様書に規定がある場合又は監督職員が指示し、受注者がこれに承諾

した場合は、履行期間途中においても、成果品の全部又は一部を使用す

ることができる。 

イ 引渡し前における成果品の全部又は一部の引渡しを求めた場合には、

部分引渡承諾書を提出するものとする。 

 

(6) 検査 
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ア ９(1)に掲げる基本設計等の完了時においては、当該業務に係る成果

品を提出し、発注者の部分完了検査を受けること。 

イ 業務が完了したときは、業務完了届により通知するとともに、成果品

を提出し、発注者の検査を受けること。 

ウ 業務完了期限前であっても、発注者があらかじめ成果品の提出期限を

指定した場合には、その指定する期限までにその時点における成果品を

提出し、検査を受けること。 

(7) その他 

  本仕様書に明示のない場合又は疑義が生じた場合には、発注者と受注者 

で協議の上、決定するものとする。 

(8) 適用基準等 

業務の実施に当たっては、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）そ

の他関係法令及びその他これに基づく条例規則等（以下参照）の規定のほ

か、特に定めのない場合は、国土交通省大臣官房官庁営繕部が制定又は監

修したものを適用する。 

また、積算基準等、愛知県の基準書がある場合は、それに従うものとす

る。いずれの場合も、最新のものを採用すること。 

ア 法令 

・建築基準法 

・都市計画法 

・道路法 

・道路交通法 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律 

・道路構造令 

・消防法 

・駐車場法 

・下水道法 

・水道法 

・水質汚濁防止法 

・土壌汚染対策法 

・地球温暖化対策の推進に関する法律 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

・大気汚染防止法 

・悪臭防止法 

・騒音規制法 

・振動規制法 
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・電気事業法 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

・資源の有効な利用の促進に関する法律 

・官公庁施設の建設等に関する法律 

・公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律 

・建築士法 

・建設業法 

・地方自治法 

・警備業法 

・労働基準法 

・労働安全衛生法 

・労働安全衛生規則 

・事務所衛生基準規則 

・石綿障害予防規則 

・個人情報の保護に関する法律 

・労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律 

・建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

・建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

・屋外広告物法 

・道路運送法 

・会社法 

・電波法 

・健康増進法 

・航空法 

・景観法 

・公共工事の品質確保の促進に関する法律 

・各種の建築関係資格法・労働関係法 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律 

・その他関連する法令等 

イ 官庁営繕関係統一基準等 

・新営一般庁舎面積算定基準 

・官庁施設の基本的性能基準 

・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準 

・官庁施設の環境保全性基準 
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・官庁施設のユニバーサルデザインに関する基準 

・建築物解体工事共通仕様書 

・建築保全業務共通仕様書 

・公共建築設備工事標準図 

・官庁施設の設計業務等積算基準 

・建築設計基準 

・木造計画・設計基準 

・建築構造設計基準 

・建築工事設計図書作成基準 

・建築工事標準詳細図 

・構内舗装・排水設計基準 

・擁壁設計標準図 

・敷地調査共通仕様書 

・建築設備計画基準 

・建築設備設計基準 

・建築設備工事設計図書作成基準 

・雨水利用・排水再利用設備計画基準 

・公共建築工事積算基準 

・公共建築工事標準単価積算基準 

・公共建築数量積算基準 

・公共建築設備数量積算基準 

・公共建築工事共通費積算基準 

・公共建築工事内訳書標準書式 

・公共建築工事見積標準書式 

・建設リサイクル推進計画2014 

・建設副産物適正処理推進要綱 

・建設リサイクルガイドライン 

・公共建設工事における再生資源活用の当面の運用について 

・公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工

事実施要領（営繕） 

・室内空気中化学物質の室内濃度指針値及び標準的測定方法等につい

て 

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 

・建築工事監理指針 
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・電気設備工事監理指針 

・機械設備工事監理指針 

・その他関連する建築学会等の基準・指針等 

ウ 愛知県条例等 

・愛知県建築基準条例 

・人にやさしい街づくりの推進に関する条例 

・美しい愛知づくり条例 

・愛知県屋外広告物条例 

・県民の生活環境の保全等に関する条例 

・愛知県環境影響評価条例 

・その他関連する条例等 

エ 知多市条例等 

・知多市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例 

・知多市火災予防条例 

・知多市緑化条例 

・知多市環境基本条例 

・知多市自転車駐車場の設置及び管理に関する条例 

・知多市個人情報保護法施行条例 

・知多市情報公開条例 

・その他関連する条例等 

オ 愛知県、知多市における設計基準、指針等 

・愛知県知多都市計画区域マスタープラン 

・愛知県都市景観マスタープラン 

・愛知県公共測量作業規程 

・第６次知多市総合計画 

・知多市都市計画マスタープラン 

・朝倉駅周辺整備基本構想 

・知多市新庁舎整備基本計画 

・知多市公共施設等総合管理計画 

・知多市公共施設再配置計画 

・知多市地域防災計画 

・第５次知多市庁内環境保全率先実行計画 

・知多市バリアフリー基本構想 

・知多市公共サインマニュアル 

・知多市公共建築物等における木材の利用の促進に関する方針 

・その他関連する設計基準、指針等 
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12 連絡先（事務局） 

  知多市総務部総務課 

  〒478-8601 愛知県知多市緑町１番地 

  電話：0562-36-2630（直通）0562-33-3151（代表） 

  ＦＡＸ：0562-32-1010（総務課宛て） 

  E-mail：soumu@city.chita.lg.jp 

 


